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1．まえがき 

 
国 連 の 国 際 海 事 機 関 （ IMO: International 

Maritime Organization ） は 、 新 基 準 導 入 過 程

（rule-making process）をより合理化するために、

新基準導入による費用対効果を定量化し評価する

手法として、総合安全性評価(FSA: Formal Safety 
Assessment) という概念を導入し、FSA の手順や

方法を解説した FSA ガイドラインを策定した1)。

FSA ガイドラインは、元来、生命の安全や船舶等

財産の保全等、主に「安全」に関するガイドライ

ンとして策定され（以下「安全 FSA」という。）、

バルク・キャリアーの安全対策検討等に適用され
2)、新基準導入に係る費用対効果の評価に用いら

れてきた。同ガイドラインは、その後、これらの

適用経験を踏まえて、 IMO の海上安全委員会

（MSC: Maritime Safety Committee）及び海洋環境

保 護 委 員 会 （ MEPC: : Marine Environment 
Protection Committee）において２回の見直し作業

が行われ3),4)、それらの修正を盛り込んだ第２版が

策定された5)ところである。  
一方、近年の海洋環境保全の高まりから、環境保

全に関する新基準導入に対しても同ガイドライン

を適用し、費用対効果を評価する必要があるとし

て、環境に関する内容も、環境リスク評価基準

（Environmental Risk Evaluation Criteria；EREC)と
して、同ガイドラインに盛り込んでいくこととな

った（以下「環境 FSA」という。）。  
Fig. 1に、安全 FSA と環境 FSA を含む FSA 全体

概要図の模式図を示す。環境 FSA では、安全 FSA

と異なり、対象とするリスクが広範囲に及んでい

ることが特徴である。環境に関するリスクは、大

きく２つのグループに大別されており6）、油流出

や有害液体物質の漏洩など（事故等による）一過

性のリスクと、エンジンから排出される CO2、NOx、
SOx などの慢性的なリスクがある。安全の FSA で

は、前者の一過性のリスクがほとんどであること

が指摘されている6）。  
 

2．CATS について  

 

Fig. 1に示すように海洋環境に与えるリスクに

は、様々なリスクが考えられるが、IMO において

は、環境 FSA 構築の第一ステップとして、船舶か

らの油流出リスクから環境影響評価基準を策定し

ていくこととなった。  
安全 FSA においては、対象とするリスクによる

人１人の人命損失を防ぐために拠出する金額を

CAF（Cost of averting a fatality）と定義し、費用対

効果の判定を行っている。現在 CAF=3 百万ドル/
人という値が IMO において設定されている5)。環

境 FSA の油流出リスクにおいては、安全 FSA の

CAF に対応するものとして、油流出１トンを防ぐ

ために拠出する金額として、 CATS （ cost of 
averting a tonne of oil spilt）という概念が提案され

ている。CATS は次のように定義される。  

R
CCATS

∆
∆

=  (1) 

ここで、ΔC は、新規則導入によって増加する

コストを、ΔR は新規則導入によって減少するリ

スクを表す。 

（403）
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Formal Safety Assessment 

 

Environmental FSA 
5 Steps in FSA 
 
Step I  HI 
StepII  RA 
Step III  RCO 
Step IV  CBA 
Step V    DMR 

Safety FSA 

(B)Regular/Chronic Risk 
e.g. Exhaust Gas (CO2,NOx, SOx) 
emission, sewage, garbage, ballast water, 
VOC 
 

(A)Accidental/Acute Risk 
e.g. oil spill, spill of hazardous substances 
 

Environmental FSA 

 

Fig. 1 FSA の全体概要の模式図 

安全 FSA における手法と同様に、この CATS 値が、

臨界値（CATScr と定義する）より、小さい場合(Eq.2
参照）に新基準による費用対効果があると判定する。 
 

crCATSCATS <  (2) 

 
CATScr が小さい場合、相対的に新基準の費用対効

果があるという結果は出にくくなり、逆に CATScr

が大きい場合、相対的に新基準の費用対効果がある

という結果は出易くなる。IMO では、現在、費用対

効果の判定基準となる CATScr の値の設定について

主に議論が行われている。CATScr の値については、

SAFEDOR より、CATScr= 60,000 [US$/ton]が提案さ

れており7)、IMO での承認を得る前からいくつかの

文献で引用されている8),9)。  
 

3．検討状況 

 

3.1 MEPC57 までの審議経緯の概要 

 
MSC80～MSC81 の間に設置された FSA-CG の検

討の過程において、当時の FSA-CG 議長であったオ

ランダの主導により、EU の SAFEDOR プロジェ

クトで検討された環境リスク許容基準7)が IMO の

FSA ガイドライン案における環境リスク評価基準

（案）としてそのまま取り込まれることとなった
10)。本案は、ほぼ原案のまま MEPC55 に環境リス

ク評価基準（案）として回章された11)が、MEPC55
においては検討不十分として更なる検討を行うこ

とが合意された。その後、MEPC56、MEPC57 及

び同会合間の CG において検討が行われたが、更

なる検討が必要であるとして、MEPC57 以降も引

き続き CG において検討を続けることとなった。

検討が進まない原因として、環境 FSA という内容

が非常に複雑で検討内容が簡単ではないことに加

えて、これまでの検討が主に CG（メールベース

の検討）において行われてきていること等が考え

られる。 

 

3.2 原油タンカーに関する FSA スタディー

（デンマーク提案）  

 
MEPC58 において、デンマークが原油タン

カーに関する FSA 解析結果を提出しており
8) , 9)、当該解析結果の結論として、原油タンカ

（404）
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ーのサイド・タンク幅については 0.8m、ダブ

ル・ボトム高さについては 1.0m 拡大するべき

であるとの勧告案を提出した（詳細は、文献

9)p.115～ 119 参照）。当該提案文書については次

のような問題点があると考えられる。  
 
(1)  現行の環境影響評価基準案 11)では、CATS
に関する記述はなく、合理的な CATSc r 値の策

定については、現在 MEPC 及び FSA-CG でまさ

に検討している。しかし、デンマークは、

SAFEDOR プロジェクトの成果の１つとして導

き出された（ IMO で承認されていない）CATSc r= 
60,000 [US$/ ton]を使用して、上記 RCO の費用

対効果を判定し、費用対効果があるという結論

を導き、当該解析結果を根拠に上記勧告を IMO
に提出していること。  
 
(2)CATSc r の値は、 60,000 [US$/ton]よりかなり

低いであろうということが合意されており（詳

細は、3.3 以降に記載）、CATSc r の値によっては、

デンマーク提案による FSA スタディーの結論

は正反対（ダブル・サイド／ボトム・スペース

の増加は費用対効果がない）の結果になる可能

性が十分あり得ること。  
 
(3)  デンマーク提案を実現するには MARPOL
条約の改正が必要であるが、国内造船メーカー

へのヒアリングにより、仮に実現した場合、原

油タンカーは運搬可能な荷油量を減ずるか、荷

油量を同じにするには船舶のサイズ（主要目）

を変更する等の対策が必要であり、造船・海運

界に与える影響は少なくないことが懸念され

ていること。  
 
(4)  一旦提出された FSA の結果は、提出国（デ

ンマーク）の意向に関わらず、IMO の手続きに

乗っ取って費用対効果について審議され、新規

則として実現される可能性があること。  
 

上記のようなデンマーク提案の問題点につ

いては、CATSc r 策定に関する議論を踏まえ、今

後、FSA-CG 等 IMO の議論の場において指摘し

ていく予定である。ここで、重要なことは、現

在、MEPC で議論されている環境リスク評価基

準は、新たな環境基準導入における強力なツー

ルとなり得るので、CATSc r の設定は非常に重要

であり、合理的かつ慎重な検討が必要であると

いうことである。CATSc r の策定に関する審議経

緯については、 3.3 以降で詳述する。  
環境リスク評価基準策定に当たっては合理

的な CATS 値を策定するべきであるが、一方

で、現実の海運・造船の経済活動を著しく妨

げ な い よ う に バ ラ ン ス を 考 慮 す る こ と も 重

要である。そのような検討を行う上で、仮に

デンマーク提案が IMO で承認され、MARPOL
条 約 が 改 正 さ れ る よ う な 事 態 に な っ た 場 合

に、我が国にどの程度の影響を及ぼすかにつ

いても把握しておく必要があり、今後、調査

等を行っていく予定である。なお、デンマー

クの提案は、MSC86 に回章され、同会議にお

いて設置される Group of Experts（GoE： FSA
スタディーの結果を評価する組織）において、

他の FSA スタディー結果と合わせて、Review
が行われることとなっている。  
 

 

3.3．MEPC58 における審議経過詳細 

 
2008 年 10 月に IMO で開催された MEPC58 にお

いて、環境 FSA に関する非公式 WG が開催され、

本議題に関する提案文書8)9) 12)13)をベースに、主に、

合理的な CATScr 値に関する検討が行われた。当研

究所は、合理的な CATScr 値策定に資するために、

国際油濁基金（IOPCF: International Oil Pollution 
Compensation Fund）が毎年発行する IOPCF レポー

ト14)をもとに 1970 年～2005 年までの油濁事故デ

ータを元に、油濁量(W)と油濁損害金(C)に関する

回 帰 分 析 を 実 施 し 、 我 が 国 提 案 文 書 と し て

MEPC58 に提出した12)。IOPCF レポートは、タン

カーから漏出した油濁事故データのみであるが、

ほとんどの大規模油濁事故をカバーしている。実

際の油濁損害事故データ及び回帰分析の結果を

SAFEDOR が提案する CATScr=60,000 [US$/ton]と
共に比較したものをFig. 2に示す。図中、横軸は油

濁量[ton]を、縦軸は IOPCF によって支払われた保

険金額[US$]を表す。ただし、縦横軸ともに両対数

をとっているので、１目盛は 10 倍異なることを示

すことに注意されたい。Fig. 2より、SAFEDOR が

提案する値（赤線）は、油濁量が多い場合に損害

額を過大に評価することが分かる。特に、過去最

大の損害額を生じている Prestige 号の油濁損害事

故よりも大きな被害額を推定していることが分か

る。一方で、我が国が提案した回帰式は、データ

のほぼ中央を通っており、平均的な推定値を算出

できることが分かる。SAFEDOR の提案する CATS
値は安全側の推定値を与えるが、Log10W=5 付近

で比較すると、平均値に近い Haven の事故による

被害額に比べると 100 倍弱という過大な安全率と

なっていることが分かる。

（405）
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Fig. 2 実際の油濁事故データに基づく、油濁量（W）と被害額（C）の関係、並びに当該データと提案さ

れている推定式との比較  
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Fig. 3 CATScr と油濁量の関係  
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Eq.(2)より、CATScr の値が過大であると、評

価対象となるほとんどの新規則が「費用対効果

がある」と判定され易い傾向があり、CATScr の

値の策定については、我が国提案文書を参考に

しつつ、合理的かつ慎重に行うべきであると考

えられる。今時回帰分析結果を用いて解析的に

導いた CATScr の式を、 SAFEDOR の提案値

（=60,000）及び米国の油流出関係の権威である

Etkin（2000）の結果と共にFig. 3に示す。縦軸

が CATScr [US$/ton]を表し、横軸が油濁量 [ton]
を表す。C/W の統計データ結果の比較をFig. 3
に示す。Fig. 3より、実際の油濁事故データの回

帰分析に基づく推定式によると、油濁量の増加

と共に CATScr が急激に減少していくことが分

かる。これは、油濁量が少ない場合は油回収船

の出動やオイル・ブームの設置等油回収に係る

初期コストの影響で、単位油濁量当たりの被害

額（C/W）が相対的に大きくなっていることに

よると考えられる。  
この傾向は、油濁損害事故解析の権威である

Etkin によっても指摘されており 15)16)、今時推定

式は過去の研究結果とも非常に良く整合してい

ると言える。これに対して、SAFEODR の提案

する値は、油濁量によらず一定値をとっている

こと、及び、油濁量が大きくなると過大な推定

値となることが分かる。この原因には様々な理

由が考えられるが、主に２つの原因が考えられ

る。１つは、油濁コストの平均値に安全率とし

て 3.75 を乗じて CATScr を推定していること。

２つ目は、C/W と W には負の相関関係があるに

も関わらずこの影響を考慮していないことが原

因ではないかと考えられる。  
MEPC58 において、我が国提案文書に基づき

上記について主張した結果、多くの国の賛同を

得ることができ、SAFEDOR が提案する 60,000 
[US$/ton]が高すぎるという意見が大勢を占め

ることが合意された。ただし、合理的な CATScr

値の策定については、本研究で導かれた CATScr

推定式が値ではなく、式の形を有することから、

FSA への適用方法及び我が国提案文書を参照し

つつ、引き続き CG において検討していくこと

となった。他議題との関係により、次回 MEPC59
においても、FSA-WG が設置される可能性はな

いことから、少なくとも 2010 年まで、FSA-WG
については、メールベースでのみ審議すること

が予想される。このような状況を受けて、CG
議長国であ るギリシャ の提案によ り、次回

MEPC59 の前に議論を促進させるために、FSA
ワークショップが開催される予定となっている。 

 

4.CG での検討事項  

 
MEPC58 において、次回会合（ MEPC59）

ま で に CG に 与 え ら れ た 検 討 項 目 （ TOR:  
Terms  o f  Re fe rence）は、次のとおりである。  
 
（１）リスク・コントロール・オプション

（ RCO）が cos t -e ffec t ive かどうかの適切な

基準（ CATS ）の推奨  
（２）安全の FSA と環境の FSA の融合方法

の推奨  
（３）適切なリスク・マトリクス及びイン

デックスの推奨  
（４）適切な ALARP 領域及び F-N カーブ

の傾きの推奨  
（５）関連する情報の収集と報告  
（６）その他関連するアクションの推奨  
（７）結果を文書にて MEPC59 へ報告  

 
5.結言  

 
IMO では、環境 FSA に関する検討が行わ

れており、第１ステップとして、油流出リ

スクに対する検討が行われている。油流出

リスクの次には、現在 MEPC で集中的に審

議されている GHG 対策や、NOx、SOx が環

境 FSA の検討対象となることが考えられる。

さらにその後には、Fig. 1に示すように安全

FSA と環境 FSA を総合的に勘案した費用対

効果検証手法の構築についての議論が想定

される。新基準導入に係る費用対効果を評

価することが可能な FSA は、強力なツール

であるが、国際会議では、一旦策定されて

しまうとその修正は容易ではないと考えら

れる。環境影響評価基準策定にあたっては、

造船・海運への影響を考慮しつつ合理的な

基準策定を行うことが重要であり、今後も、

我が国が積極的に議論に参加していくこと

が重要であり、当研究所が果たす役割は非

常に大きいと考える。  
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